
地域での話し合いの場づくり、組織の見直し・再編、
アンケート調査、ヒアリング調査、事業化支援

その他、買い物難民など各種調
査や事業支援

地域おこし協力隊の導入支援
ネットワーク化のサポート

介護保険・地域支援事業の導入。
SC支援。

地域運営組織との協働のための庁
内連携のご支援

NPO法人みんなの集落研究所
集落支援に特化した民間のシンクタンク（NPO）です。

だれもが、そこに住みたい、暮らしたいと思う場所へ住み続けられる、
その選択ができる安心感と、その希望を実現する支援 【モットー】



まちづくり協議会

／小規模多機能自治の可能性

講話



小
規
模

多
機
能

自
治

小学校区単位の小さな地域で、

高齢者福祉～子育て支援～移住
定住～観光～特産品開発まで地
域の幅広い課題解決に、

地域の様々な人で取り組む





止められない人口減と
変化している暮らしや仕事を踏まえる。

人口減少、少子高齢社会、

一極集中による転出の増加

で地域に担い手が減った。

ライフスタイルの多様化が進み、稲作を皆が

行い、そのための共同作業に関係ない世帯が

増えコミュニティが変化。またサラリーマン

中心の団地コミュニティもなくなり、総中流

社会の終焉により仕事と生活と居住地が分離。

①人の量と
構成の変化

②仕事と生活の分離と
仕事と居住地の多様化





2025

• 団塊の世代が、75歳以上の高齢者
となる。

• 全人口の20％以上が高齢者となる。

2030

• 超高齢化社会

• 3人に1人が65歳以上になる。

2040

• 団塊ジュニアが高齢者となる。

• 75歳以上の後期高齢者が、全人口
の20％をこえる

高齢化はさらなる状況へ。
人手不足はさらに深刻化に。



少子化に伴う地域課題の拡大

産経新聞ウエブ（2022/3/19）
https://www.sankei.com/article/20220319-
JTTKN4FKLJPW5DOHVKXSJBEEPA/photo/TG6Q
4MGASJOIZCY75CT4HYVVRM/

文部科学省 令和4年度学校基本調査

関連して、親による送迎などによる時間や費用負担の増
加、専門学習の減少、移住の困難さと一極集中の加速な
ど

https://www.sankei.com/article/20220319-JTTKN4FKLJPW5DOHVKXSJBEEPA/photo/TG6Q4MGASJOIZCY75CT4HYVVRM/
https://www.sankei.com/article/20220319-JTTKN4FKLJPW5DOHVKXSJBEEPA/photo/TG6Q4MGASJOIZCY75CT4HYVVRM/
https://www.sankei.com/article/20220319-JTTKN4FKLJPW5DOHVKXSJBEEPA/photo/TG6Q4MGASJOIZCY75CT4HYVVRM/
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これまでの地域を支える仕組み
（公助と互助：行政と町内会の両輪）

町内会 行政
政策をつくり
支援の取組に
予算をつける。
公平公正で
一律に

施策に基づき、
地域に合わせ
た必要な場所
で地域に合っ
た担い手で運

営
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町内
会

行政

担い手の減少による困難

少子高齢化によるあらゆる組織・立場・場面での人不足

担い手の高齢化
町内会の人数減
（人口密度・非加入）

税収減
職員減

（財源と人
不足）

民業の廃業・撤退
での新たな課題
（買い物・交通等）

→業務増

町内会システムの限界 行政サービスの限界

公と共を補完するあらたな仕組みが必要



人口減社会
での補完

市町村役場

地域運営組織（RMO）

自治会・町内会

地域運営組織（RMO）

できないことの
増加

役員の成り手不足
加入減少

できないことの
増加

人手不足・業務増
税収減・財政危機

地域最適な課題
解決と自治

効率と効果と主体



島根県
雲南市



島根県
雲南市





地域主体だからの課題解決の可能性

小規模
多機能
自治

農業

教育

福祉

居住交通

防災

山林

農村RMO
多面的機能支払制度

森林環境税

自主防災
避難所運営
避難計画

総合支援（介護保険）
重層的支援体制整備
子ども食堂

空き家・廃屋
移住受入れ

ライドシェア
カーシェアリング
買い物・通院支援

地域学校協働活動
コミュニティ・スクール



地域主体だからの課題解決の可能性

小規模
多機能
自治

農業

教育

福祉

居住交通

防災

山林

農村RMO
多面的機能支払制度

森林環境税

自主防災
避難所運営
避難計画

総合支援（介護保険）
重層的支援体制整備
子ども食堂

空き家・廃屋
移住受入れ

ライドシェア
カーシェアリング
買い物・通院支援

地域学校協働活動
コミュニティ・スクール



一人一票の声で選ぶ

住民アンケートを中学
生以上の全員に対して
行い、今とこれから必要
なこと・やるべきことを
見出す・選ぶ

地域の組織を越えて協働

選んだテーマの課題解
決や価値向上のための
計画とそれを実行する
のに必要な部会をつく
り、部会ごとのチームで
取り組む（移動や生活支
援、空き家、観光、教育、
子育て、移住支援など）

他組織や他財源も

地域で食堂を開く、移動
サービスを行う、空き家
の管理やお試し住宅な
ど移住支援をおこなう、
アーティストを誘致する
など、企業や他組織と
協働して取り組みたい
ことを伸ばす

住民一人一人の声から、
住民みんなで「必要」「やりたい」に取り組む

地域で決める
権限

自治と協働
の可能性







誰が決めたか

誰が言ったか

誰がやってるのか

地
域
が
主
語

少ない資源（財源や人材）の中で

すべての分野を小さくするのか、

地域ごとの最適配置・配分にするのか

小規模
多機能
自治



変化を生き残る（小人口社会への変化に対応する）

現在の
地域
• だんだんと高齢
化により空き家
が増え、歯抜け
のように人がい
ない家や放置さ
れる土地が増え
ている

移行期の地域
• 地域がまとまることで、計画性を
もったまちづくりに取り組み、空
き家を防ぎ、生活支援を充実さ
せることで、住み続けられる環境
と、適切な移住受入れを行うこ
とで、停滞を防ぐ

10～20年後の地域

• 人口が少なくても暮らしが維持される、
暮らしやすいようになっている

バランスよい
流出の防止と
移住の受入

住まい

教育仕事
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